
No 項目 記載要領

① 様式

申請パターンにより、提出する様式を選択。

（起業特例の場合は、「参考６」の記載例を参照。）

②
投資家住所

投資家名
エンジェル税制を利用する投資家住所および投資家名を記載。

③ 書類名

優遇措置Bおよびプレシード・シード特例の確認を受けた場合には、以下文言に修正。

「租税特別措置法施行規則第１８条の１５第８項第２号に規定する確認をした旨を証する書類」

（「及び第１９条の１１第８項第２号」の記載は不要）

④
租税特別措置法施行令の条

文

基準日（＝払込期日）を記載。

優遇措置Bおよびプレシード・シード特例の確認を受けた場合は、以下文言の記載は不要。

「、同令第２６条の２８の３第１項第１号から第７号まで」、「又は第４１条の１９」

⑤ 確認日 確認日を記載。（基準日よりも後の日付を記載。）

⑥
会社所在地

会社名

確認日時点の情報を記載。

押印のないものの使用も可能。（当事者間で相談のうえ、押印するか否かをご判断ください。）

⑦ 参考

租税特別措置法施行令を記載。

優遇措置Bおよびプレシード・シード特例の確認を受けた場合は、（参考２）は記載不要。

優遇措置 申請パターン 提出する様式

優遇措置A

優遇措置A-2

優遇措置B

プレシード・シード特例

ア~ス

（ア＋コ等、優遇措置A-2の

申請含む）

参考５

起業特例 起業特例ア~ウ 参考６

記載例 ： 参考５ 個人が一定の株主に該当しないことを確認した書類（エンジェル投資の場合）

⑦

①

②
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１

経済 花子 殿

(令和５年４月１５日)④

③

令和５年４月３０日⑤

東京都千代田区霞が関１－３－１

経済産業株式会社

⑥

条文 内容

（参考１）

第２５条の１２第１項

優遇措置Bおよびプレシード・シード特例の対象外

となる個人投資家要件。

第１号は「同族会社判定の基礎となる株主」（個人

投資家要件２）のこと

第２号から第７号までは「個人事業を法人化した場

合（法人成り）の個人事業主、その親族、使用人等

であった者」のこと

（参考２）

第２６条の２８の３第１項

優遇措置Aおよび優遇措置Ａ－２の対象外となる個

人投資家要件。

内容は、第２５条の１２第１項と同じ。


